
第３回　大阪府耐震改修促進計画審議会　議事要旨
■ 開催日時　平成27年8月21日（金） 10時00分 ～ 12時00分
■ 開催場所　プリムローズ大阪　高砂東
■ 出席者委員
室﨑会長、澤木会長代理、大石委員、近藤委員、山鹿委員、横田委員
（1）第２回大阪府耐震改修促進計画審議会における論点の整理について
 (委員)
・資料１について、重要性の高いものから、優先順位を付けたいという文言があるが、「重要性が高い」を、「施策効果が高い」とか、「公共性が高い」という言葉に置き換えた方がよいだろう。人の命の重みに重要性の違いということはない。例えば木造密集市街地で、1つの住宅を耐震化することにより、火災の延焼率が下げられ、施策効果が高くなると言う意味ではないのか。
・意味するところを正確に表すように、文言の修正をしていただきたい。
(委員)
・それはその通りだと思う。モデル地区を決めて、そこを耐震化すると言うことは、安全につながる効率・効果の問題だということ。
・最終的に危険な家に住んでいる人たちというのは何人くらいになるのか？
(事務局)
・第1回審議会で報告した数字では、木造戸建て住宅であと３９万戸残っている。これは旧耐震住宅で耐震性がないであろうという推計の数値である。
(委員)
・その数字は毎年追っていくことができるのか？
(事務局)
・住宅土地統計調査から算出するため、５年に１度しか算出できない。
(委員)
・なぜこの質問をしたかというと、後で耐震化の目標を決めるのに、あった方がいいと思ったからで、大阪府独自の目標を掲げ、あと１０年間でこれを２分の１にするということを宣言するかどうかである。目標は持たなければならないし、基本は災害で亡くなる方が出る可能性のある住宅をゼロにすることである。
・２つの目標を決めるということで言うと、共通目標の数字が出ているのに、絶対値が出ないのはどうかと思う。

・２分の１や３分の１を目標にすると、残りは見殺しにするのかという批判の声も出ると思うが、できない数値目標を掲げてはいけない。こういう施策を毎年何個ずつかでも設定し、それを確実に達成する、それが１０年間続くとある程度の目標が達成できる。
・危険な住宅には、単身高齢世帯が多数住んでいると考えられる。そういう意味では高齢世帯の住み替えが、今回の計画では重要な意味を持つ。危険な住宅に住む高齢者に安全なところに引っ越してもらうことにより、数値は大きく減らせるのではないかという期待を持っている。
・気持ちとして、「危険な住宅３０万世帯の半分を減らす」というような、絶対値の目標を掲げることが大切だと感じている。

・中間とりまとめの段階でその数字を出すかどうかを別として、最終的にそのような目標を掲げていただきたい。
(事務局)
・具体的な数値目標については、中間とりまとめの次の段階で検討させていただきたい。

・具体的に何戸減らすという目標の立て方なのか、行政としてどれだけ確実にアプローチするのかという問題、そして耐震化するかどうかの市民側の判断もあり、次回までに考えさせていただきたい。
(委員)
・２つの目標についてはそれでいいと思うが、具体的な数値目標が必要というのが私の考え方。行政が働きかけて耐震化した数は把握できるはず。
(委員)
・資料２について質問。右上のグラフ、高齢単身世帯の割合の母数は、高齢世帯かそれとも全世帯か？　全世帯だとすると、大阪市の場合、全世帯の４割が高齢単身世帯ということか？
(事務局)
・旧耐震住宅の全世帯が母数である。
(委員)
・改修する力が無く、危険な住宅にやむなく住んでいると理解できる。あるいは先祖代々の住宅に愛着があって、先も短いし、危険であっても手入れせずにそのまま住み続けているのかもしれない。
・そこをどう安全にしていくのかが問題。本人の選択の自由だからといって、そのままにしておいてよいのかということ。

(委員)
・国調の大阪府全体の高齢単身世帯の割合と比べると、旧耐震住宅に住む高齢単身世帯の割合が高く、こういう所に集中して住んでいることがわかる。
・本当に危ない住宅の削減目標値については、戸建て、長屋、共同住宅といった建て方別で性格は異なるので、先ほど会長がおっしゃったような数値目標をそれぞれ置いていくのが現実的な施策ではないのかと思う。
・文章で言うと、旧耐震住宅における高齢単身世帯が３３万戸とある。それが４割とすると、旧耐震住宅全体の数は約７０万戸となり、旧耐震住宅７０万戸の内の４割が高齢単身世帯であるというようなグラフにすればわかりやすい。
(事務局)
・資料を修正させていただく。

(委員)
・資料２の左上のグラフで、平成２５年で７５万世帯が旧耐震住宅とある。１０年間で約３割が減っているが、ほとんどが滅失であると分析されている。
・今後１０年間の減少率をどのように分析されているのか。

(委員)
・それはやはり分析が必要であろう。
・超高齢化社会になると、滅失は進むという見方もできる。
(事務局)
・そのトレンドが非常に読みにくい。先ほど説明したとおり、旧耐震住宅に住む人の８割がすでに高齢者で、今後１０年２０年となると推計しにくいが、これを長期的に遡り、きちんと分析していけば対策がたてられるかもしれない。
(委員)
・楽観的にいうと、放っておいても、危険な住宅に住む高齢者が亡くなり、空き家となり、滅失がどんどん進み、耐震化率は向上する。そうではなく、福祉施設等の安全なところに移り住んでもらい、その後の空き家を滅失、あるいは空き家に入る人がいる場合は耐震補強していく。
・そのほか、住宅の耐震補強だけではこれを考えていくのは難しいとか、それだけでなく緑化対策や、非常時の道路の確保等はここだけの話でなく大阪府の危機管理の仕事だが、そこら辺は横断的に取り組んでいかなければならない。これまで狭い部分で議論してきたが、こういう幅広い観点も含めて、新しい方向性を出していけたらと思う。
・あとリフォームとの連携という問題がある。リフォーム時に耐震化すればいのではないかと言うことで、これまで５年、１０年と取り組んできたがうまくいかない。

・例えば耐震化が必要な家が、リフォームした時、半分ぐらいは耐震補強されるような、良い対策がないのか。　

(委員)
・それには、リフォーム会社の努力が必要である。

・もう一つは、リフォームと併せて耐震化を実施するとどのような効果があるかを、もっと市民に啓発していく必要がある。
(委員)
・一つは業者への啓発だが、もうひとつは大阪府が府民に対して、リフォームする時には耐震化もしないと損だよと言うような気持ちにさせる啓発にも力を入れるべき。
・そのときに、リフォームマイスター取得者を紹介することはできないのか。
(事務局)
・紹介できるような取り組みは行っている。
(委員)
・リフォーム業者は、一級建築士を取っていなくてもできるので、構造についての専門知識は必ずしも持っていない。そこに耐震技術が分かったマイスター取得者がアドバイスできる形になればいいのではないかと思うが、そうではないのか。

(委員)
・マイスター団体は塗装専門の団体だったり、色んな業種の集まりなので、すべての業者に耐震化の勉強をということは難しい。
(委員)
・そうするとリフォーム業者と耐震補強が分かる構造設計業者が組んで仕事を行う必要がある。構造設計業者の方が忙しいので、安い仕事はしたくないという傾向はあるかもしれないが、そこそこ儲かる仕組みが確立できれば、耐震化は進んでいく可能性がある。
(委員)
・確かに、リフォーム会社と耐震診断、設計・監理ができるところがきちんと連携出来れば、もっと耐震改修が進むかもしれない。

・ただ、構造設計業者にとってあまりメリットがない。参入できる仕組みがあればいいと思う。
(委員)
・やはり経済活動であるので、構造設計業者へのメリットをどのようにつくっていくかが課題である。ボランティアとして参加してほしいと、業界団体にお願いすることは可能と思う。
・やはり耐震技術が分かっていないと、リフォーム会社も耐震改修を進めるのは難しいので、そこをどうするかが今後の課題であろう。

(委員)
・構造設計されている方でも、現役の方は大規模建築の診断業務が忙しく、ちょっと難しいかもしれない。
・ＯＢの方は退職後、適判(構造計算適合性判定)に行くという流れになっているので、それよりも木造住宅の耐震診断に協力する方が社会的には有効であると訴えることもいいかもしれない。
(委員)
・大石委員の団体と協力できる「耐震補強を支える構造化」というようなNPO団体を作っていただいて、そこに相談したら耐震化に関する色んなアドバイスをしてもらえるということができないだろうか。
(委員)
・国の方がインスペクター(ホームインスペクター：住宅の劣化状況や欠陥の有無を目視でチェックし、メンテナンスすべき箇所やその時期、おおよその費用などを「中立な立場」でアドバイスする専門家)をどんどん育成して行こうとしている。インスペクターというのは木造建築を調査するスキルを持っているので、その方に耐震性の調査をやってもらえば、耐震改修はもっと進むと思う。
 (委員)
・資料３の新たな目標設定は、中位推計の９３．８％ぐらいをクリアしていくのが適切ではないかと思う。
・二段階目の目標の絶対数的な目標値についても大事だが、ここに書いているとおり、府民にわかりやすいという点での耐震化率の設定も重要だと思う。

・９０％では中位推計から見てまずいだろうし、１００％というのもハードルが高い。１０年後の話なので、中間地点で一度達成率をチェックすることも含めて、まずは中位推計をクリアする９５％と設定してはどうか。
(委員)
・これから府民の皆さんに理解していただき、地域の自治会長さんが中心となって進めていくことを考えると、この中では９５％という数字が一番分かりやすくていいのではないだろうか。
(委員)
・理想は１００％であるが、最低やりきる目標値として、９０％ということは考えられないだろうか。

・問題は９５％を、今後１０年間でやりきる自信があるかどうかということ。

・出来もしない夢のような目標値を定めることは適切ではない。かなり頑張ったら出来る目標値を設定するのがいい。
・３つのうちどれかというと、否応なしに９５％ということになるのかもしれない。
(委員)
・結局は、資料４の４ページに数字を放り込むということだと思う。
・国が平成３２年に９５％を目標としているのに対し、大阪府は１０年という期間を設定し、目標値を決めるかたちとなっている。
・(３)に書いてあるように、一度５年後に見直すということを書いているので、状況が良くなっていればそのままにするし、そうでなければ原因を究明し設定し直すということなので、目標値９５％というのは、納得できる数字と思う。
(委員)
・今までひきずっている議論として、そもそもこの大阪府独自の目標値を決めることがいいのかどうかということがある。一つには国との関係もあるし、もう一つには今まで取り組んできた流れの中でどう位置づけるかという問題もある。府民に目標をわかりやすくするということで、「みんなでめざそう値」ということにしている。

(委員)
・案の４ページに、「耐震化率○○％に設定することが適当です。」とあるので、適当の内容を考えてみると、なかなか難しい。それでも検討してみると、９５％というのは、普通にやっていれば達成できるという数値ではない。これまで１０年間で耐震化率は１０％ぐらいあがっているが、今後の１０年間は、これまでいろんな施策を講じてきたにもかかわらず、耐震化しなかった方々に対して、さらに耐震化を促す施策を行い、努力しないと同じトレンドで進まないと思う。そういう意味で、これまで耐震化しなかった人たちを頑張って動かそうと言う、目標値９５％でいいのではないだろうか。

(委員)
・３つの中から選ぶとすれば、９５％でいいと思う。
・気になるのはネーミングで、「めざそう値」とすると耐震化率とは別の概念の数値であると混乱を招かないか心配。理念としては「みんなでめざす値」ということを文章で示せばいいと思う。違う計算を行うわけではないので、耐震化率ということでいいと思う。
(委員)
・１０年間の耐震化率の目標は９５％ということで設定する。そして５年後に中間で、達成率をチェックし、そこで修正を図る。
・数値は必要性と可能性の両方から決めている。必要性は１００％であるが、努力することで９５％とする。
(2)大阪における今後の住宅・建築物の耐震改修促進政策のあり方【中間とりまとめ案】について
(委員)
・今までの議論を踏まえ策定した、中間とりまとめ案について、ご意見いただきたい。
(委員)
・気になったのは、６ページの(３)「阪神淡路大震災では、被害が少なかったが」という表現であるが、「少ない」というのはこれでいいのだろうか。
(委員)
・“被害が少ない”というのは、例えば何割を基準に多いとか少ないとしているのか。
・また被害とは、人命の数か住宅の倒壊数か。
(事務局)
・昭和５６年以降の新しい建物では倒壊した建物の数が、５６年以前の建物と比較して、相対的に少なかったという意味。
(委員)


・ここで言わんとしているのは、昭和５６年以降に建設され住宅なら絶対安全ということではないということ。

・５６年以降の新しい建物についても、耐震診断や場合によれば対策が必要であるということ。さらにはメンテナンスをして、老朽住宅を増やさないための啓発も重要だろう。古い住宅を一生懸命減らしても、新しい住宅がメンテナンス出来ていなくて、老朽住宅が増えていくと問題である。５６年以降建てられた、耐震性がある住宅の基本性能をいかに維持していくかが大切である。

・その辺を踏まえ、新しい建物もきちんと対策していかなければならないというニュアンスに書き直していただきたい。
(委員)
・今、国が進めている長期優良住宅化リフォーム推進事業というものは、定期的なメンテナンスが重要である。

・それとは別に、耐震性については昭和５６年以降の建物でも、一度は耐震診断する方がいいというような言い方がいいと思う。これだけ読むと、５６年以降の建物は被害が少なかったから大丈夫だろうというように誤解される恐れがある。ニュアンスの問題だが。
(委員)
・委員が指摘された昭和５６年以降の住宅については、阪神淡路大震災を受けて、平成１２年に法律が改正されている。もう少し具体的に、平成１２年以前に建設された住宅ということを記述してもいいのではないだろうか。
(委員)
・そこは大切なところなので、詳細に文言の修正をお願いする。
(委員)
・４ページの４で「平成３２年までに耐震化率９５％・・・但し進捗状況を踏まえ概ね５年後に・・・」とあるが、５年後となるとそれが平成３２年であるのではないか。
(委員)
・ここは平成３２年に９５％をクリアできる自信があり、さらに５年後には新たに１００％目指さなければというニュアンスである。

(委員)
・先ほど“適当”ということの説明をおっしゃられたが、(１)の方は、国が５年後に９５％を目標としているところを、大阪府は１０年後に９５％と変更しており、それをうまく文章を作る必要があると言うこと。それに対して、(２)については、５年後に９５％達成できるというのが、あからさまに見えている。
・国の５年後を１０年後に変えるという後ろ向きの姿勢ではなく、きちんと考えた結果、この数値目標になったというようにしなければならないのではないか。
(委員)
・どんどん新築住宅が建てられている地方都市と、古い住宅密集市街地を抱える大阪府では全然状況が違う。国は全国を見ているので、一律に９５％としているが、大阪では無理な数値。
・単に出来ないから５年を１０年に伸ばしたわけではなく、積極的に出した目標数値としての９５％の根拠を記述する必要があるだろう。
(事務局)
・大阪の現状と地域性を踏まえて、というような文言を入れるようにしたい。
(委員)
・それと、住宅と特定建築物の違いがわかるように上手に表現していただきたい。
(事務局)
・(２)については、公共性の高い建築物は特にしっかりやらなければならないため (１)とは違ってくる。

(委員)
・(１)と(２)であまり色の違いが出ないように。
(委員)

・ｐ６の「まちまる事業」について、ローラー作戦が書いてあるが、「出前講座・ローラー作戦」にしていただきたい。出前講座は、かなり有効なので是非付け加えてほしい。
・もう一つここには入っていないが、長屋連棟については、ほぼ進んでいないのが実態である。それは例えば４戸１だと、４戸全体の診断･改修となり、なかなか足並みが揃わないという事情による。
・例えば、「伝統工法」と「阪神淡路大震災」の間に、「長屋連棟住宅の支援施策のあり方の検討」というようなことを書いた方がよいのではないだろうか。
(委員)
・それは必要だと思う。まちづくりと同じで、長屋では調整役がいないと耐震改修は進まない。
・権利関係が複雑な長屋連棟住宅や集合住宅については、それにあった対策を講じなければならないというようなことも書いておく必要がある。
・理想論で言うと、耐震化アドバイザーというような人をたくさん作らないといけない。専門的な知識を持った建築士のＯＢの方がそうなってくれると一番いいのだが、今は大規模建築に手を取られてしまっている。コーディネーターであれば、コミュニケーション能力があれば、誰でもできるのかもしれない。
(委員)
・ｐ８の６。結局日本人の木造住宅に対する考え方は、２５年から３０年くらいで市場価値がゼロになると言うもので、あまり再投資したがらない。

・これは国が議論を進めている空き家活用を含めた中古住宅市場の整備と大きく関係している。住宅を耐震化することのメリットを作るためにも、耐震化の投資をした場合の中古住宅の建物評価の改善の検討などを、国への要望として書いてほしい。
(委員)
・流通プロセスで耐震化をコントロールしていくということで、これからますます流通市場が重要な意味を持つようになると思う。
(委員)
「さらに、移住・住み替え支援機構などと連携した高齢者の住み替え促進策などを検討する」と書いているが、この制度では耐震住宅を前提としているので、住宅の耐震化が進まないと住み替えも進まない。移住・住み替え支援に対して、現行制度を補強する何か具体策があるのだろうか。むしろ、中古市場を健全に育てて、住宅流通の中で耐震化を進めていく方がよいと思う。
(委員)
・流通市場の中で、耐震化したかどうかについて必ず記載するようになっているのではないか。
(事務局)
・耐震診断したかどうかは書くようになっているが、診断内容についての記載義務はない。

(委員)
・二段階の具体的な目標の設定について、ｐ４の(１)、ｐ５の(２)は数量を設定して・・とあるが、(３)の広域緊急交通路については、あえて数値目標は設けないのだろうか。
(事務局)
・広域についてはまだ診断が出そろっていないので、足並みが揃っていない。今後、耐震診断結果により、耐震性が不足する建築物については全て対象とするという意味。
(委員)
・それぞれ文章の中に紛れこむような形で、目標を設定することが記載されているが、耐震化率というみんなでめざす目標値と、絶対的な数値としての目標、２つを掲げることをもう少しわかりやすく表現した方が良いのではないだろうか。具体的な目標の冒頭で、２つ目の危険な住宅の絶対数を減らす目標として、それぞれ建物別に具体的な目標戸数を設定するというようなこと追記し、２段階の目標を掲げていることをわかりやすくしていただきたい。
(委員)
・目標の達成というのは耐震化であるが、(２)と(３)については目標設定しても、「普及・啓発を行う」ということで、耐震化するという表現にはなっていない。
(事務局)
・それについては強制権が無いので「対象者を特定した上で行政が普及・啓発に取り組みます」という記載になっている。
(委員)
・木造住宅については「耐震化を促進する」と記載されているが。
(事務局)
・促進するということは、耐震化させるということではなく、普及・啓発により推し進めるという意味合いである。気持ち的には代わり無い考え。
(委員)
・行政として可能な支援を行うということは理解できるが、パンフレットを配布して終わりということでは問題であり、まちまる事業などを推進していく必要がある。

・また、例えば福祉住宅への住み替えを提案しようとしているが、それには福祉関係や危機管理といった、部局を超えた、横断的な体制を作り、年に１度は「耐震化協議会」を開催するというような場の設定が必要ではないかと思う。
・あるいは、最重要課題として府庁をあげてその体制をつくるという、府の決意のようなものをどこかに入れられないか。
(事務局)
・府内の体制整備については、中間とりまとめではまだ入れられないが、最終的な答申として検討したい。
(事務局)
・危機管理部門に地震防災アクションプランがあり、その中のパーツだと思う。広域緊急交通路については、やはり道路管理者とどこにそういう建築物があるか等、きちんと情報共有しておかなければならないと改めて認識した。
・広域緊急交通路沿道建築物の耐震化が進まないということはよく聞いている。道路管理者は、今やっと道路法が整備されてきて、道路計画についての実際の進め方の手順が示されてきた。そこをしっかりやるようにと言っておられるのだと思う。

(委員)
・例えば沿道で耐震化が進まないところについては、非常に公共性・重要性が高いので、通常の耐震補助の１００万ではなく、道路整備から５００万の補助金を出して取り組むなどはどうか。
・こうした府庁全体の横断的な取り組みがないと、耐震化は進まないと思う。

(委員)
・ｐ８の６に「移住・住み替え支援機構などと連携した高齢者の住み替え促進策」とあるが、流通業者が住み替えを担っているのが実態である。機構より流通業者と書き換えてはどうか。
 (委員)
・中間とりまとめ、答申、最終的な計画書の全てに係る意見になるかもしれないが、現在の記載内容は各委員の意見を網羅する形で反映したものだが、予算要求等の段階を経て、可能なこと不可能なことを精査していくような作業になってはいけないと思う。
・これまで３回の議論を進めてきた中で、耐震化を促進していくための基本方針に立ち返って、常に計画を検討していくことが必要となってくる。第３章に基本的な方針が掲げられているが、別の章にもばらけて記載されている。
・そうではなく、「審議会の耐震化促進に向けての基本方針」という簡潔な一文が計画書の冒頭にあってから、具体的な項目の記載に移っていくような構成に改めていただきたい。
・これまでの議論を踏まえて基本方針を考えると、大きく２つのポイントに分けられると考えられる。１つ目のポイントは、耐震化率の目標を達成するためには、耐震改修だけではなく、建て替え、除却、住み替えなど、様々な方法により、横断的に取り組んでいくという方針を決めたことである。そして、２つ目のポイントは、住み手、建物、市街地特性、エリアに合った支援策を検討していくということである。この２つのポイントが基本方針であると考えられる。どこかにこれらをまとめて記載をしておくことで、常にこれらの基本方針に立ち返って計画を検討することが出来るのではないだろうか。
(委員)
・事務局にそういう方向でまとめていただくこととしたい。

(委員)
・ｐ５の「大規模開発団地や密集市街地など」と記載されているが、気になるのが昭和４０年代以降の高度経済成長期に多数行われたミニ開発である。密集市街地に含まれるのかもしれないが、密集市街地というと一般的に木造長屋住宅等をイメージすることが多く、少しイメージが異なる。また、ミニ開発によるスプロール地は、大規模開発団地とは異なる特性を有しており、ミニ開発についても着目していることが分かるように追記していただければと思う。
(委員)
・ｐ８の「府民の生命、財産、経済活動等を守る観点から」とあるが、府有建築物については民間建築物と異なり、災害時にはすぐに業務を再開できるような観点も必要かと思われる。
・また、「耐震化の推進を先導する役目から」と記載されており、特定建築物やエスカレーターや設備機器の耐震化などについても、近年法改正され厳しくなっているので、そういった内容についても触れた方が良いだろう。
(委員)
・BCPの観点から災害直後の機能回復についての記載と設備機器等の耐震化も推進していくという記載内容を追記していただければと思う。
(委員)
・横断的な基本方針というのは賛成で、ｐ８の６に該当するようなことが途中にも入っていたりしているので、まとめる方がよいと思う。

・部局を跨いだ横断的な体制整備ということを踏まえると、住民側も賢くなって欲しい。減災という観点から言うと、ハザードマップの公表など、住む側が必要となる情報を持っていて、住民が判断出来る状況を備えておく必要がある。
(委員)
・リフォーム時に耐震化を行うということについて、リフォーム業者についてはｐ６にすでに記述があるが、住民側の意識を高めるということで、ｐ５の普及啓発の中に記載してはいかがだろうか。
(委員)
・本日出た委員の意見を最大限取り入れ、とりあえず(案)を取り外させていただく。
(事務局)
・中間とりまとめについては、頂いた意見を踏まえ修正する。修正内容については、室崎会長に確認していただき、確定させていただきたい。

・次回の審議会では答申案について議論していただきたいと考えている。

・個別に意見を事前にいただきたいと考えており、委員の皆様にはご協力いただきたい。

・次回審議会は、１０月末から１１月上旬を予定している。
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